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大阪ガスグループ 長期経営ビジョン・中期経営計画

Field of Dreams 2020

平成21年3月

大阪ガス株式会社
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１．「Field of Dreams 2020」の位置付け

はじめに

ブランドスローガン

大阪ガスグループ経営理念：「価値創造の経営」大阪ガスグループ経営理念：「価値創造の経営」

株主さま価値お客さま価値 従業員価値社会価値

お客さま価値の最大化を起点に、株主さま、社会、従業員の４つの価値を増大

「お客さまと時代が求める新たな価値を切り拓き、お客さまの快適な暮らしとビジネスの発展に貢献する」

社是：「サービス第一」社是：「サービス第一」

Field of Dreams 2020

「価値創造の経営」の実現に向けた 長期経営ビジョン・中期経営計画

2020年のあり姿

大阪ガスグループの決意

あり姿を実現するための
取り組み

持続的な価値創造に向けて拠り所とする決意

2020年に目指すあり姿（決意の体現）

2020年のあり姿実現に向けた、

2013年度までの中期経営計画

・大阪ガスグループでは、経営理念に掲げた「価値創造の経営」を実現

するために、1999年に長期経営ビジョン「2010年ビジョン」を策定し、

現在、その第３フェーズの中期経営計画「Design 2008」を遂行して

います。

・原油価格の高騰や経済情勢の変化など事業環境の大きな変化はあり

ましたが、計画していた事業の拡大や経営効率化などの取り組みを

着実に進めてきました。

・今回、2020年を見据えた長期経営ビジョンおよび、その実現に向けた

2013年度までの中期経営計画「Field of Dreams 2020」を策定しました。
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２．長期事業環境

④エネルギー価格上昇とボラティリティーの増大

はじめに

①地球環境保全の必要性の高まり

⑤日本での人口減少・少子高齢化と経済低成長

⑥企業活動のグローバル化と世界経済の一体化

⑦エネルギー競合の一層の激化

⑧企業の社会的責任の増大

②環境・省エネルギー対応を始めとする技術の進展

③環境・エネルギーセキュリティ面から見た天然ガスの重要性の増大

・2020年に向けた長期の事業環境としては、地球環境保全の必要性の

高まりや、環境・省エネルギー対応を始めとする技術の進展、環境・

エネルギーセキュリティ面から見た天然ガスの重要性の増大、エネル

ギー価格上昇とボラティリティの増大などが、大きなトレンドとして加速

するものと認識しています。
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大阪ガスグループの決意

（２）全てのステークホルダーから選ばれ続ける質の高い経営を実践
お客さま起点での質（先進性・革新性・信頼性）の高い商品・サービスの提供と保安の確保、公正で透明な

事業活動と地球環境貢献、人間尊重の経営を通じてグループの持続的成長を果たし、お客さま、株主さま、

社会、従業員等の全てのステークホルダーの価値を高め続ける。

大阪ガスグループは、

天然ガスを中心としたエネルギー事業を通じて100年を超えて培ってきた

多彩で豊富な事業基盤､人材､技術､ノウハウを活かしながら、

お客さまと時代が求める先進的な価値の創造に向けて絶えざる挑戦を続け、

環境にやさしい快適な暮らしとビジネスソリューションを提供し､

国内外のフィールドで持続的に発展・成長し続ける。

（１）グローバルなエネルギー・環境企業グループへの発展
①コアである近畿圏でのマルチエネルギー事業を一層強化するとともに、天然ガスを中心としたエネルギー

バリューチェーンビジネスを国内外で幅広く展開し、発展する。

②エネルギープロフェッショナルとして、再生可能エネルギーも含めたエネルギーの安定供給と先進的で

質の高い提案活動を通じて、地球環境負荷の低減、お客さまの快適な暮らしとビジネスに貢献する。

③都市開発､ＩＴ､先端材料､ライフサポート､地球環境貢献等、近畿圏ガス事業から発展した様々なシーンで

お客さまのニーズにお応えするソリューションを展開する。

Ⅰ．大阪ガスグループの決意

・大阪ガスグループは、天然ガスを中心としたエネルギー事業を通じて

100年を超えて培ってきた多彩で豊富な事業基盤､人材､技術､ノウハウを

活かしながら、お客さまと時代が求める先進的な価値の創造に向けて絶

えざる挑戦を続け、環境にやさしい快適な暮らしと、ビジネスソリューション

を提供し､国内外のフィールドで持続的に発展・成長し続けることを決意し

ます。

・グローバルなエネルギー・環境企業グループへの発展を目指し、全ての

ステークホルダーから選ばれ続けるための、質の高い経営を実践して

いきます。
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大阪ガスグループが目指す2020年のあり姿

「国内エネルギーサービス事業」 「海外エネルギーバリューチェーン事業」

「環境・非エネルギー事業」の３つの事業領域を柱に、

グローバルなエネルギー･環境企業グループとして力強く発展する。

環境・
非エネルギー事業

海外エネルギー
バリューチェーン事業

国内エネルギーサービス事業

2006～2008
年度平均
（見込み）

2020年頃

連結ＲＯＡ＝2.8% 連結ＲＯＥ＝6.2%

連結ＲＯＡ＝連結ＲＯＡ＝4%4%程度程度 連結ＲＯＥ＝連結ＲＯＥ＝９９%%程度程度

Ⅱ．2020年のあり姿

＜事業規模比率＞
１ ： ２ ： １

１
５

２：
：

連結経常利益＝約720億円

・「国内エネルギーサービス事業」 「海外エネルギーバリューチェーン事

業」「環境・非エネルギー事業」の３つの事業領域をそれぞれ大きく成長

させ、グローバルなエネルギー･環境企業グループとして力強く発展する

ことを目指します。

・国内エネルギーサービス事業は、将来に向けても、当社グループの最大

の収益源であり続けます。

・海外エネルギーバリューチェーン事業、環境・非エネルギー事業につい

ては、大きな成長を遂げ、この2つを合わせた利益規模では、国内エネ

ルギーサービス事業に匹敵するまでの成長を目指します。

・そのために、事業の質の向上と拡大に取り組み、長期的に連結ROAを

4%程度に、連結ROEを9%程度に高めていきます。
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「大阪ガスグループが目指す2020年のあり姿」

を実現するための取り組み

１．ビジネスフィールドの拡大

２．強靭な事業構造の確立

Ⅲ．あり姿を実現するための取り組み

・「大阪ガスグループが目指す2020年のあり姿」を実現するために、

「ビジネスフィールドの拡大」と 「強靭な事業構造の確立」に取り

組んでいきます。
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近畿圏ガス事業の深化と、
マルチエネルギー事業の広域展開

１．ビジネスフィールドの拡大

① 「既存事業の深化」と「新規事業分野・拠点の拡大」により、ビジネス

フィールドを拡大する。

環境・非エネルギー事業

都市開発都市開発

情報情報 先端材料先端材料

環境ビジネス環境ビジネス

広域広域
天然ガス天然ガス

国内エネルギーサービス事業海外ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ事業

資源開発資源開発

輸送輸送

海外海外
ＬＮＧ基地ＬＮＧ基地

海外中下流海外中下流
（パイプライン、（パイプライン、
ＬＤＣ、ＩＰＰ、ＬＤＣ、ＩＰＰ、
マーケター、マーケター、
新エネ新エネ 等）等）

拡拡 大大

電力電力

ＬＰＧＬＰＧ 新エネルギー新エネルギー

安全・安心安全・安心
サービスサービス

エネルギーエネルギー
サービスサービス

深深 化化

質の高い
商品・サービス・保安の提供

近畿圏のガス事業近畿圏のガス事業

拡拡 大大

深深 化化

強みのある事業の深化・拡大と、
環境事業の開拓・育成

ノウハウ・スキルの活用による
グローバルなビジネス展開

Ⅲ．あり姿を実現するための取り組み

・「ビジネスフィールドの拡大」とは、「既存事業の深化」と、「新規事業

分野・拠点の拡大」の両方を意味します。

・国内エネルギーサービス事業は、高品質な商品・サービス・保安を

提供するとともに、省エネ、セキュリティなどの付加価値や、電力、

LPG、新エネルギーなどのマルチエネルギーを提供し、コアである

近畿圏のガス事業を深化させ、サービスやマルチエネルギーの広域

的な拡大にも努めていきます。

・海外エネルギーバリューチェーン事業では、資源開発などの上流

分野と、LNG基地などを活用したトレーディング事業、パイプライン、

ガス供給、発電などの中下流分野で、グローバルにビジネスを展開

します。

・環境・非エネルギー事業については、既存の都市開発、情報、先端

材料など、強みのある事業分野を深化・拡大させるとともに、環境事業

の開拓・育成を図ります。

・このように、縦と横、事業の厚みと広がりの双方に事業を拡大し、大阪

ガスグループ全体が、力強く発展していくことを目指します。
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１．ビジネスフィールドの拡大

環境・
非エネルギー
2,700億円

海外エネルギー
バリューチェーン
3,500億円

国内エネルギー
サービス
1,800億円

2009～2020年度(12年間）の投資規模 1兆5,000億円
［2009～2013年度（5年間）の投資規模 7,000億円］

2009～2020年度(12年間）の投資規模 1兆5,000億円
［2009～2013年度（5年間）の投資規模 7,000億円］

② 総額１.５兆円の投資により３つの事業領域の柱を確立する。

国内エネルギー
サービス
6,600億円

環境・
非エネルギー
400億円

新規事業拡大投資：8,000億円 ［4,000億円］

既存事業品質向上投資：7,000億円 ［3,000億円］

Ⅲ．あり姿を実現するための取り組み

・2020年度までの12年間で、総額1.5兆円の投資を進めていきます。

・長期的な製造・供給設備形成や、安定供給・保安レベル向上のための

既存事業の品質向上に7,000億円、国内外で新規事業を拡大していく

ために8,000億円の投資を進めていきます。
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２．強靭な事業構造の確立

多様な分野での
事業展開

ナチュラルヘッジ

広域的な
商圏の拡大

国内エネルギー
サービス事業

環境・
非エネルギー事業

海外エネルギー
バリューチェーン事業

最適ソリューション
ＬＮＧの安定的、
柔軟な供給

シナジーの発揮

ノウハウ・スキル
の相互活用

多様な分野での事業展開

最適ソリューション

ブランド力・技術力
の活用

① ３つの事業間のシナジーの発揮とリスクの分散により、グループ総合力を

最大化する。

Ⅲ．あり姿を実現するための取り組み

リスクの分散

・「国内エネルギーサービス事業」「海外エネルギーバリューチェーン

事業」「環境・非エネルギー事業」の事業領域間のシナジーの発揮と、

リスク分散を図っていきます。

・例えば、LNG上流事業への参画は、収益拡大に寄与するとともに、

LNGの安定的で柔軟な供給にも寄与し、また、原油や為替のナチュ

ラルヘッジ機能も果たします。

・都市開発、情報、先端材料などの非エネルギー事業は、大阪ガスが

保有する資産、技術、ノウハウの有効活用による収益拡大が期待でき、

これらが成長することで、エネルギー事業以外の比率が高まることに

なります。

・このように、互いのシナジーの発揮により、それぞれの事業が成長する

ことで、結果として、リスクの分散も図られ、グループ総合力の最大化が

実現していくと考えています。
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２．強靭な事業構造の確立

◆原油価格変動時の連結経常利益への影響
（スライド時期ずれ差損除く）

＋$50bbl－$50/bbl

近畿圏ガス事業

電力・広域・
海外エネルギー等

環境・非エネルギー

ほぼ安定的な利益を確保

異なるリスク感度を持つ事業がそれぞれ成長

することで、市場リスクへの対応力を強化

20082008年度年度 20202020年度年度

円安リスク影響円安リスク影響

天然ガス事業比率天然ガス事業比率 約70%
約60%

近畿圏事業比率近畿圏事業比率 約80%
約60%

約80%
約60%

Ⅲ．あり姿を実現するための取り組み

② 最適な事業ポートフォリオの実現により、環境変化に強い事業構造を

確立する。

・左側のグラフは、３つの事業領域拡大後の、原油価格の変動による利益

への影響イメージを表しています。

・上流事業などを成長させることにより、原油価格が大きく変動しても、ほぼ

安定的に利益を確保することができます。

・また、海外を含めた事業エリアの広がり、マルチエネルギー展開、環境・

非エネルギー事業の拡大などにより、例えば、円安リスク影響や近畿圏

事業比率、天然ガス事業比率などを引き下げ、特定のリスク要因による

収支への影響を小さくします。

・このように、３つの事業の柱を確立し、最適な事業ポートフォリオを実現

することで、環境の変化に柔軟に対応できる強靭な事業構造を確立し

ます。
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１．国内エネルギーサービス事業の方向性－（１）家庭用市場

ガスのある快適な暮らしの提案 環境負荷低減への貢献

サービス水準の向上

ホームエネルギーマネジメントシステムによる
省エネルギー・省ＣＯ2・省コストの実現

ホームエネルギーマネジメントシステムによる
省エネルギー・省ＣＯ2・省コストの実現

2008 2013 2020年度

家庭用ガス販売量 23 → 24 → 24億㎥

ｱｲﾙｽ・くるぴこ普及件数 7 → 40 → 85万件

家庭用コージェネ・
エコジョーズ普及台数 20 → 50 → 100万台

大阪ガスグループを挙げた
きめ細かい提案

最新省エネ
システムの提供

ＩＴ活用による
機器修繕レベル
の飛躍的向上、

安全・安心サービスの提供

家庭用コージェネ・エコジョーズ等による
お客さま先CO2排出量の削減
３百万t-CO2 （2009～2020年度）

先進的なシステムとサービスに磨きをかけ、進化したエネルギーシステムを

提供し、お客さまの環境性・安全性に優れた快適な暮らしの実現に貢献する。

Ⅳ．各事業分野における方向性

高齢者見守りサービス等、一層の安心を実現する
セキュリティシステムの提供

高齢者見守りサービス等、一層の安心を実現する
セキュリティシステムの提供

ミストやスチーム技術を利用した健康・美容・癒し・
清潔・美味しさ等を追求した快適な暮らしの提供
ミストやスチーム技術を利用した健康・美容・癒し・
清潔・美味しさ等を追求した快適な暮らしの提供

ｴﾈﾙｷﾞｰ機器・住宅設備・不動産・ｾｷｭﾘﾃｨ・ﾏﾝｼｮﾝ管理・
健康増進・介護等、高齢者向け総合住宅・ｻｰﾋﾞｽの提供
ｴﾈﾙｷﾞｰ機器・住宅設備・不動産・ｾｷｭﾘﾃｨ・ﾏﾝｼｮﾝ管理・
健康増進・介護等、高齢者向け総合住宅・ｻｰﾋﾞｽの提供

家中のエネルギー機器を対象とした遠隔故障
診断等、通信技術を活用したサービスの充実
家中のエネルギー機器を対象とした遠隔故障
診断等、通信技術を活用したサービスの充実

進化した
エネルギーシステム・サービスの提供

・家庭用市場においては、エネファームをはじめとする家庭用コージェネ

レーションや、太陽光発電と組み合わせたダブル発電など、環境負荷

低減に貢献するシステムの普及を進め、お客さま先のCO2排出量の削

減に貢献します。

・また、サービス水準の飛躍的向上に取り組みます。先進的なＩＴ活用に

よる機器修繕レベルの向上や、ホームセキュリティ「アイルス・くるぴこ」

などの安全・安心サービスの提供を行なっていきます。

・さらには、一層の環境貢献に資するホーム・エネルギー・マネジメント・

システムや、高齢者社会に適したセキュリティシステムをはじめとする総

合住宅サービスの提供、家中のエネルギー機器を対象とした遠隔故障

診断、ミストやスチームを活用した快適な暮らしなど、天然ガスを中心とし

た、進化したエネルギーシステムとサービスを提供していきます。
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１．国内エネルギーサービス事業の方向性－（２）業務用・産業用市場

省ｴﾈｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・運転最適化提案

省ｴﾈｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ技術を軸として、ﾏﾙﾁｴﾈﾙｷﾞｰの提供とともに、

ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽ、ｴﾅｼﾞｰﾊﾞﾝｸｻｰﾋﾞｽ、高品質な保安等の付加価値提供

へとﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを進化させ、ｴﾈﾙｷﾞｰ･ｻｰﾋﾞｽ･ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰとしての成長を目指す。

パイプライン

ＬＮＧ基地

2008 2013 2020年度
業務用・産業用ガス販売量 62 → 66 → 69億㎥
ＬＮＧ販売量 40 → 90 → 120万t
エネルギーサービス売上 0 → 40 → 160億円

天然ガス天然ガス

個々のお客さま保有設備に応じた省エネ提案を深化させ、
工場やビル全体のエネルギーマネジメントを展開

ＬＰＧＬＰＧ電力電力

西日本を中心に、各地域の
エネルギー事業者と連携し、

広域的な天然ガス
安定供給体制を実現

お客さまのニーズに応じて
国内外で幅広く展開

産業ガス産業ガス

オーダーメード保安

ｴﾅｼﾞｰﾊﾞﾝｸによるｴﾈﾙｷﾞｰﾌｧｲﾅﾝｽ

高効率機器開発

純水・排水処理

ＩＴを活用した遠隔監視

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ&ﾒﾝﾃﾅﾝｽ

天然ガス普及拡大・省エネ提案による
お客さま先CO2排出量の削減
10百万t-CO2 （2009～2020年度）

Ⅳ．各事業分野における方向性

国内

海外

近畿圏

・業務用・産業用市場においては、当社の最大の強みである省エネ等の

エンジニアリング力を一層深化させ、天然ガス、電力、ＬＰＧ、産業ガスな

どのマルチエネルギーの提供に加えて、ＩＴを活用したエネルギー設備の

遠隔監視や、水処理も含めたユーティリティーマネジメントなどの付加価

値を提供し、エネルギー・サービス・プロバイダーとしての成長を目指し

ます。

・また、各地域のエネルギー事業者と連携し、天然ガスの広域的な安定供

給体制の構築に取り組み、そのインフラも活用しながら、付加価値の高い

サービス事業を、国内外で幅広く展開していきます。

・環境にやさしい天然ガスの普及拡大と、省エネの実現により、お客さま先

のCO2排出量を累計1千万トン削減することを目指します。
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１．国内エネルギーサービス事業の方向性－（３）安定供給体制

＜国内ＬＮＧ需要の見通し（万t）＞

【製造インフラ】

・ＬＮＧ取扱量増加、ＬＮＧ船大型化等に対応した増強

・設備のリフレッシュ工事による信頼性向上

【供給インフラ】

・三重・滋賀ライン、姫路・岡山ラインを軸とした

広域的・安定的な導管ネットワーク形成

【ＬＮＧ調達】

・原料調達先の多様化

・自社が関与するＬＮＧ

の増大

・トレーディング等を活用

した柔軟なＬＮＧの融通

製造設備に対する設備投資
累計：900億円（５ヶ年：300億円）

導管建設に対する設備投資
累計：3,000億円（５ヶ年：1,500億円）

安定的で競争力のあるＬＮＧ調達の実現と、製造・供給インフラの計画的な

設備形成の推進により、万全の安定供給体制を構築する。

Ⅳ．各事業分野における方向性

ＬＮＧ船 ＬＮＧタンク 気化器 導管 整圧器

・安定供給については、長期的な観点に基づいて、万全に取り組んでいき

ます。

・LNG調達は、長期的な需要の見通しを踏まえ、調達先の拡大や、自社

関与プロジェクトの増大により、安定的で競争力のある調達を実現します。

・製造分野では、将来のLNG取扱量の増加や、LNG船の大型化に確実に

対応できる設備形成を進めるとともに、設備のリフレッシュ工事を計画的

に行なっていきます。

・供給分野では、三重・滋賀ラインに加えて、現在、実現に向けて検討中の

姫路・岡山ラインなど、供給インフラの拡充と、安定供給に資する導管ネッ

トワーク形成を進めていきます。
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業務用厨房等でのＣＯセンサ
無償貸与

’09年度中に対象のお客さまを一巡

１．国内エネルギーサービス事業の方向性－（４）高品質な保安の確保

安全型ガス機器への取替促進
’09年度中に不完全燃焼防止装置
なし小型湯沸器をほぼ撲滅

警報器の普及促進
ガス警報器普及率50%(’08)→55%(’20)
火災警報器設置19(’08)→100万台(’20)

主要なお客さま先保安対策

ガス導管や製品安全の主要な対策を完遂するとともに、定期保安巡回等を

通じて、保安水準をより一層向上させる。

主要な導管保安対策 ＜導管維持管理に対する設備投資＋諸経費＞ 累計：5,000億円（５ヶ年：2,000億円）

＜お客さま先保安に対する諸経費＞ 累計：700億円（５ヶ年：300億円）

ねずみ鋳鉄管対策

ダクタイル鋳鉄管・
A巻ねじ支管改修

2015年度までに
主要な対策を
ほぼ完了

保安水準が
格段に向上

2015年度までに
主要な対策を
ほぼ完了

保安水準が
格段に向上

経年内管対策

既設溶接鋼管対策

前倒し対策完了前倒し対策完了

白ガス管・A巻管等改修完了白ガス管・A巻管等改修完了

対象路線の対策完了対象路線の対策完了

繁華街エリアを優先的に改修繁華街エリアを優先的に改修

【アドバンスト ライブジョイント シール工法】 ガスを止めずにガス管継手部の補修を実施
【広域漏洩予防技術】 漏洩防止に有効な物質を供給ガスに添加し、漏洩を抑止

長期使用機器点検制度の
の周知・普及

経年劣化による製品事故の抑止

定期保安巡回時の
確実な点検・周知の継続実施
データ分析等に基づく一層の品質向上

安全・安心機能を追求
したガス機器の開発・普及

あらゆる事故の撲滅に向けた機能の追求

Ⅳ．各事業分野における方向性

新技術
の活用

・保安については、保安水準をより一層向上させるための主要な対策を

講じていきます。

・導管分野では、ねずみ鋳鉄管改修などの対策を精力的に実施し、2015

年度までに前倒し完了させます。対策の推進にあたっては、新技術も

活用して、効果的に進めていきます。

・お客さま先保安に関しては、これまで進めてきた安全型ガス機器への

取替促進などを早期に完了させるとともに、引き続き、警報器の普及促

進、点検活動の強化や、ガス機器の更なる安全・安心機能の追求など、

事故の撲滅に向けたたゆまぬ努力を行なっていきます。
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2008 2020年度

300
万kW

電源規模
を拡大

泉北
110
万kW

190
万kW

２．電力事業の方向性

電力事業（国内・海外）をガス事業に次ぐ収益事業に成長させる。

また、新たな供給源の確保や電源ポートフォリオを見直し、更なる電力事業

の発展を目指す。

泉北天然ガス
発電所

ＩＰＰ
（酉島・中山共同・
中山名古屋）

風力発電所
（葉山・
広川明神山）

新規電源の確保

8万kW 7万kW

電源コージェネ
姫路発電
設備等

110万kW
テナスカゲートウェイ

（米国）

アモレビエータ
（スペイン）

34万kW

38万kW

大阪ガスパワー
アメリカ

（米国・8件の
ポートフォリオ） 52万kW

2万kW

国内 海外

43万kW

電源規模電源規模

再生可能エネルギーへの取り組み、
電源ポートフォリオの充実 等

新規ＩＰＰ・再生可能エネルギー
の取得

Ⅳ．各事業分野における方向性

・電力事業については、本年４月より泉北天然ガス発電所が運開し、国内・

海外合わせて約300万kWの電源規模となりますが、新たな電源の確保

やポートフォリオの見直しなども進め、ガス事業に次ぐ収益事業に成長さ

せます。
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３．海外エネルギーバリューチェーン事業の方向性－（１）上流・トレーディング

ＬＮＧ調達

トレーディング

16

：

＋

資源開発への参画により、自社が関与するＬＮＧ量を全取扱量の15%程度に

まで高めるとともに、エクイティリフティング※を活用したトレーディング

事業を展開する。

Ⅳ．各事業分野における方向性

上流権益 ＵＧＯ、カルハット、サンライズ、
ゴーゴン、エヴァンスショール、
出光スノーレ（原油・ガス）、
クラックス（コンデンセート） ＋ ・・・

持分ＬＮＧ 2008 2020年度
生産量 10 → 150万t/年

国内需要

海外ＬＮＧ基地

フリーポート

＋

・・
保有ＬＮＧ基地数

2008 2013 2020年度
1 → 2～3 → 3～4

ＬＮＧ船

※エクイティリフティング＝権益持分相当の生産ＬＮＧを自由に販売できる権利

・海外エネルギーバリューチェーン事業の上流・トレーディング分野におい

て、当社グループは、既に7件の上流権益に関与しています。今後、これ

らの開発や新規権益の取得により、自社が関与するLNGの量を増大させ、

安定的で競争力のあるLNGを確保します。

・2020年には、全LNG取扱量の15%程度の上流権益を保有することを目指

します。

・また、自社権益持分相当の生産LNGを自由に販売できる「エクイティリフ

ティング」を活用し、海外LNG基地や、船の保有と合わせたトレーディング

事業を展開し、利益の獲得と、国内需要への柔軟な調達を実現します。
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３．海外エネルギーバリューチェーン事業の方向性－（２）中下流

テナスカ （ＩＰＰ）

大阪ガス
パワーアメリカ
（ＩＰＰ）

北 米

安定した利益が期待できる事業を、これまで培った当社グループの人材・

ノウハウも活用しながら、グローバルに拡大する。

17

＜対象エリア＞

欧州、北米、アジア・オセアニアの

カントリーリスクの小さい国

＜対象事業＞
パイプライン事業、
ＬＤＣ（ガス供給事業）、
ＩＰＰ（発電事業）、
マーケター（ガス化提案・販売事業）、
再生可能エネルギー 等

海外中下流資産額
2008 2013 2020年度
340 → 約1,000 → 約1,500億円

Ⅳ．各事業分野における方向性

アモレビエータ
（ＩＰＰ）

欧 州

マリアナス
（ＩＰＰ）

E I I社
（パイプライン、ＩＰＰ等）

ｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱ

ロンドン事務所

大阪ガス
オーストラリア

大阪ガス
エナジーアメリカ

・中下流分野については、安定した利益が期待できることを前提に、

パイプライン、ガス供給事業、IPPなどを、積極的に拡大していきます。

・既に、複数のIPPや、パイプライン事業などを手がけてきましたが、

今後、欧州、北米、アジア・オセアニアの、カントリーリスクの小さい国

を中心として、これまで培った当社グループの人材・ノウハウも活用し

ながら、活動の幅を広げていきます。
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４．環境・非エネルギー事業の方向性

関西トップクラスの
総合不動産事業
への成長

先端化学素材や環境
貢献に資する素材
販売による事業拡大

太陽光 炭鉱メタン
濃縮技術

バイオマス

都市開発事業 先端材料事業

大阪ガス

情報事業

強みを活用した
サービス提供による
ビジネス領域拡大

大阪ガスグループの
保有技術の活用と

戦略投資による事業確立

環境事業を中心とした新規事業

PCタンク

エンジニアリング
上流液化基地

省エネビジネス
ｴｺﾐｾﾙ 計測技術

冷熱利用大阪ガスグループのブランド価値向上と、
効率的効果的なグループ運営に資する事業の推進

ﾗｲﾌｻｰﾋﾞｽ＆ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ事業

蓄電池
再生技術

都市開発、情報、先端材料を中心に既存事業を拡大するとともに、

保有技術の活用等により環境事業を中心とした新規事業を確立する。

環境・非ｴﾈﾙｷﾞｰ 2008 2013 2020年度
事業売上高 1,900 → 2,400 → 3,500億円

Ⅳ．各事業分野における方向性

・「環境・非エネルギー事業」は、売上高1,900億円のビジネスにまで成長

してきました。

・今後も既存分野では、都市開発・情報・先端材料を中心に、当社の強

みを活かして事業拡大に取り組みます。

・さらに、保有技術・ノウハウの活用や、戦略投資により、太陽光、バイオ

マス、環境エンジニアリングなど、環境・省エネ事業の開拓に取り組み

ます。

・先進的な商品の提供や地球環境負荷の低減に貢献しながら、事業規

模を2020年度までに倍増させます。
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１．技術開発・ＩＴの方向性

「ビジネスフィールド拡大」と「強靭な事業構造確立」に向けて、技術開発と

ＩＴ活用を積極的に推進する。

【家庭用商品開発】
・燃料電池の商品力向上
・次世代ホームエネルギー
マネジメントシステム
・スチーム発生技術の活用による
商品価値向上 【低炭素化貢献】

・太陽光・太陽熱・バイオマスの活用
・水素製造

【安定供給･保安】
・石炭等からの代替天然ガス供給
・保安水準向上に資する新工法
・資源開発エンジニアリング

【業務用・産業用商品開発】
・空調・コージェネ・ボイラ
の高効率化
・次世代業務用厨房
・エネルギーマネジメント

【先端事業】
・次世代ファイン材、電極材［先端材料］
・「モデルベース開発」の深化［情報］

【お客さまとの絆の深化】
・マイページ
お客さまとのＷｅｂを通じた
コミュニケーション

・エネフレックス
設備のリアルタイム監視、
省エネ自動制御サービス

主なＩＴ活用

Ⅴ．事業基盤の整備

【生産性の向上】
・サービスサイエンス
人間工学・環境心理学等を用いた
分析・行動改善による生産性向上
と新サービスの創造

・ＩＴツール・オフィス環境整備
ワークスタイルの変革

家庭用SOFC
ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ

洋上ガス田液化基地

オープン・イノベーション

による

迅速で効率的な技術開発

サービスサイエンス

主な技術開発

・事業基盤となる技術の開発とＩＴの活用についても、積極的に推進して

いきます。

・主な技術開発としては、燃料電池をはじめとする家庭用省エネルギー

システムの商品力向上、業務用・産業用機器の省エネルギー性能向上、

代替天然ガス製造技術や、保安水準の向上・コストダウンに資する新工

法技術、再生可能エネルギーや水素利用など低炭素化に貢献する技術

などに重点的に取り組んでいきます。

・これらの技術開発は、当社保有技術と社外の知見を融合する「オープン・

イノベーション」により、迅速かつ効率的に進めていきます。

・また、人間工学や環境心理学に基づく「サービスサイエンス」を活用し、

様々な業務改善や生産性の向上に取り組んでいきます。
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２．グループ組織体制の見直し

グループ組織体制の整備を早期に実施し、生産性の向上を追求しながら、

スリムで強靭な体制の構築を進める。

【【グループ本社グループ本社】】

・投資リスクマネジメント・評価機能の強化 ・グループ経営管理機能の強化

【【海外エネルギーバリューチェーン事業海外エネルギーバリューチェーン事業】】

・海外エネルギー事業体制の強化

【【環境・非エネルギー事業環境・非エネルギー事業】】

・環境事業推進体制の強化

【【国内エネルギーサービス事業国内エネルギーサービス事業】】

・エネルギーサービスを推進する組織体制の整備
・国内電力事業の維持管理・運営体制の見直し
・ＬＰＧ事業体制の再編

Ⅴ．事業基盤の整備

2008 2013 2020年度
12,700 → 12,600 → 12,500人

2008 2013 2020年度
80 → 430 → 1,200人

2008 2013 2020年度
6,600 → 7,300 → 9,300人

・「Field of Dreams 2020」を実現するために、 グループ組織体制の整備を

進めます。

・それぞれの事業領域で、最適な組織体制を構築するとともに、グループ

本社の横串機能も強化していきます。

・また、事業拡大に伴い、人員も増加しますが、併せて、人事制度の見直し、

グループ内の人事交流の活発化、ＩＴの活用による労働生産性の向上な

どに取り組み、スリムで強靭な体制を構築していきます。
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大阪ガスグループの長期経営目標

積極的な成長投資を進め、「国内エネルギーサービス事業」、

「海外エネルギーバリューチェーン事業」、「環境・非エネルギー事業」の

３つの事業領域の柱を確立。

（１）事業領域の拡大

2013年度頃には、近畿圏のガス事業の利益と、それ以外の事業の利益を
同等規模にすることを目指す。

環境性に優れた天然ガスの普及拡大と、燃料電池やコージェネレーション

をはじめとする高効率機器・システムのご提案、省エネルギー提案、

再生可能エネルギー等の環境事業への取り組み等により、

地球環境負荷の低減に積極的に貢献。

（２）環境への貢献

社会からの期待の高まり（取り組み水準、情報開示）に十二分に応え、暮らしと

ビジネス、社会に貢献する優良企業として高い水準のＣＳＲを目指す。

（３）企業品質・事業品質の向上

Ⅵ．経営目標

・ 「事業領域の拡大」 「環境への貢献」 「企業品質・事業品質の向上」

「企業価値の向上」の４点を長期経営目標として掲げ、達成に向けて全力

を尽くしていきます。

・ 「国内エネルギーサービス事業」「海外エネルギーバリューチェーン事業」

「環境・非エネルギー事業」の３つの事業領域の柱を確立し、「事業領域

の拡大」を図ります。

・ 天然ガスの普及拡大と高効率機器・システムのご提案、省エネルギー提

案、再生可能エネルギー等の環境事業への取り組み等により地球環境

負荷の低減に貢献していきます。

・「企業品質・事業品質の向上」については、社会からの期待の高まりに

十二分に応え、暮らしとビジネス、社会に貢献する優良企業として高い水

準のＣＳＲを目指します。
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大阪ガスグループの長期経営目標

長期的に連結ＲＯＡ4%程度、連結ＲＯＥ9%程度を目指して、

継続的に利益率向上に取り組む。

2013年度には連結ＲＯＡ3.5%程度、連結ＲＯＥ8%程度を目指す。

※ＲＯＡ＝
当期純利益÷総資産

ＲＯＥ＝
当期純利益÷自己資本

安定配当の継続を基本に据えながら、業績、今後の経営計画等

を踏まえ、他の利益還元策等を総合的に勘案して決定。

配当性向は、大阪ガス個別の剰余金分配可能額の範囲内で、

短期的な利益変動要因を除いて連結配当性向30%以上を目指す。
（成長のための事業投資を実施したうえで、財務状況やキャッシュフローに

余裕がある場合には、機動的に自己株式取得も実施。）

定量的なリスク量管理を行っていくとともに

「自己資本比率40%以上」、

「Ｄ（有利子負債）/Ｅ（自己資本）比率1程度」

を中長期的に維持。

グループ
全体の

許容リスク量

現時点における
リスク・アセット量

許容できるリスク量の
範囲内で積極的な
事業投資を推進し、
リターンを追求

新規事業投資による
リスク・アセット量

定量的なリスク量管理
のイメージ

Ⅵ．経営目標

（４）企業価値の向上

②株主還元

③財務健全性の維持

①資産効率、資本効率の向上

・「資産効率、資本効率の向上」については、長期的に連結ROA 4%程度、

連結ROE 9%程度を目指して、継続的に利益率向上に取り組みます。

・「株主還元」については、引き続き、安定配当の継続を基本に据えながら、

配当性向の目処を「個別20%以上」から「連結30%以上」に変更し、グ

ループの成長の成果を確実に還元していきます。自己株式取得につい

ては、これまで同様、成長のための事業投資を実施したうえで、財務状況

やキャッシュフローに余裕がある場合に、機動的に実施していきます。

・「財務健全性の維持」として、定量的なリスク量管理を行っていくことと、

「自己資本比率40%以上」、「D／E比率1程度」を中長期的に維持するこ

とを目指します。

・なお、「定量的なリスク量管理」として、グループ全体の許容リスク量を定め、

その範囲内で事業投資を推進します。今後、海外も含めて大きな事業投

資を行い、リターンを追求していきますが、その反面、投資リスク管理の体

制も強化し、リターンとリスクのバランスをコントロールしていきます。
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国内外に無限に広がる
ビジネスフィールド

Field of Field of DDreamsreams
一人ひとりの夢を実現する企業グループ一人ひとりの夢を実現する企業グループ

快適な暮らしとビジネス
ソリューションの提供

地球環境への貢献

自らを飛躍させるための新しいフィールドに
チャレンジし続け、会社と従業員がともに成長していく

終わりに

23

・当社グループは、国内外の様々なフィールドでチャレンジを続け、従業員

とともに成長し、本ビジョン・計画の実現を通じて、地球環境やお客さまの

快適な暮らしとビジネスの発展に貢献していきます。
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＜参考資料＞
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１．エネルギー取扱量の見通し

参考資料

3,830
4,160

470
670

280
910

2,130

4,020

230

100

260

100

100
100430

-

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2020年度

海外

ＬＰＧ

電力

ＬＮＧ

ガス

（億ＭＪ）

4,690

5,760

7,340
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２．ガス販売量・お客さま数の見通し（大阪ガス個別）

参考資料

22.7 23.5 23.5

15.4 15.3

42.1

4.4
4.9

4.9

15.8

48.8
45.4

-

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2008年度2009年度2010年度2011年度2012年度2013年度 2020年度

600

620

640

660

680

700

720

740

760

780

800

他ガス事業者向け

工業用

一般業務用

家庭用

お客さま数

※45MJ/㎥換算

85.0億㎥
89.2億㎥

92.5億㎥

（億㎥） （万戸）

694万戸

720万戸718万戸
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３．設備投資計画（2009～2013年度）

参考資料

113

397

456

416

201

30

36

27153

1

-

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

連結－個別

附帯事業設備

業務設備

供給設備

製造設備

（億円）

1,033

798

2009～2013年度累計
4,200億円
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４．総売上高・総資産額

参考資料

2008年度見込 2013年度想定 2020年度想定

国内エネルギーサービス事業 1兆3,200億円 1兆4,900億円 1兆6,300億円

海外エネルギーバリューチェーン事業 100億円 700億円 2,200億円

環境・非エネルギー事業 1,950億円 2,400億円 3,500億円

連結消去・金融収支等 -1,900億円 -2,000億円 -2,000億円

連結売上高 1兆3,350億円 1兆6,000億円 2兆0,000億円

連結総資産 1兆6,000億円 1兆8,500億円 2兆1,000億円

※原油価格$100/bb・為替\100/$とした時の事業規模イメージ（参考値）
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５．技術開発の詳細 -（１）将来の家庭用エネルギー供給システム

参考資料

・「コージェネレーション＋太陽光発電＋蓄電池」による電気・熱の効率的供給
・ホームエネルギーマネジメントシステムにより、最適なエネルギーの組み合わせを実現し、省エネ・省ＣＯ2・
省コストを実現
・超音波メーターの通信機能を活用し、自動検針やセキュリティサービスを提供

ホームエネルギー
マネジメントシステム
家庭用エネルギーの
トータルマネジメント
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５．技術開発の詳細 -（２）将来の都市エネルギー供給システム

参考資料

コージェネレーションや、太陽光、風力、バイオマス等の再生可能エネルギー等とを組み合わせて、熱と電気の
エネルギー・ネットワークを形成し、一体的に運用を行うことで、都市全体の環境にやさしい最適なエネルギー
マネジメントを実現し、面的に展開していく。

複合地域冷暖房システム

団地（ニュータウン）再生に対応
（団地単位のエネルギーのネットワーク化）

都心部への土地利用用途の複合化・都市のコンパクト化に対応
（都市排熱の有効活用、エネルギー施設の都市開発への盛り込み）

非発兼用
コージェネ

・W発電
・燃料電池
・隣組コージェネ
・超長寿命住宅

集合住宅 店舗

病院戸建住宅

GHP

熱エネルギー

電気エネルギー

下水処理場
ゴミ処理場

集合住宅

オフィスビル

自然エネルギー
の導入

ホテル

バイオガス発生施設を
都市施設として位置づけて熱源化

コージェネレーション

熱エネルギー

電気エネルギー

バイオガス

コージェネレーション

都市ガス供給
・

エネルギー
マネジメント

都市ガス供給
・

エネルギー
マネジメント
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＜業務用・産業用商品開発＞

５．技術開発の詳細 -（３）商品開発

＜家庭用商品開発＞

【エネファームの商品力向上】
・本格普及に向けた納入価格の低減
・耐久性向上によるメンテコスト低減

【ＳＯＦＣ（高効率な次世代燃料電池）の市場導入】
・商品化に向けたコスト・耐久性確保
・高効率化、コンパクト化によるマンション、
小口業務用市場への普及拡大

参考資料

【空調・コージェネ・ボイラの高効率化】

・冷媒を過冷却するエンジン排熱利用

冷凍機を内蔵した「超高効率ＧＨＰ」

（ガス三社共同開発）

【スチーム発生技術の活用】
・ガスならではのスチーム発生技術を活用した
付加価値提案
（オーブン、食洗、炊飯器、暖房、スチームガン等）

スチーム発生技術の活用による商品価値向上

【次世代業務用厨房】

・「涼厨」のラインアップ充実

・コンロの機能性向上

（デザイン、調理性能等）

吸着式
または
吸収式
冷凍機

GHPに内蔵

室内機

室外熱交

圧
縮
機

排熱利用システム25～30℃

40℃

冷水（20～30℃）

冷媒

超高効率ＧＨＰ

エ
ン
ジ
ン
排
熱

吸着式
または
吸収式
冷凍機

GHPに内蔵

室内機

室外熱交

圧
縮
機

排熱利用システム25～30℃

40℃

冷水（20～30℃）

冷媒

超高効率ＧＨＰ

エ
ン
ジ
ン
排
熱・圧縮自着火（HCCI）技術を活用した

「高効率ガスエンジン」
（ガス四社共同開発）

・「省エネルギーガスボイラ」等
省エネ性能の追求
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５．技術開発の詳細 -（４）安定供給・保安、低炭素化、先端事業

＜低炭素化貢献＞

【炭鉱メタン濃縮】
・石炭採掘時に大気放散される炭鉱メタンを回収・濃縮し、有効活用

【Ａ-ＡＴＧプロセスによる合成ガス製造】
・原油生産時に燃焼廃棄される随伴ガスを有効利用

【水素製造】
・触媒技術を活かし、
都市ガスから水素
をコンパクトに製造
（HYSERVEｼｽﾃﾑ）

参考資料

＜安定供給･保安＞

【資源開発エンジニアリング】
・サンライズＰＪへの参画等で液化技術を強化し、
「炭層メタンガス田」「洋上ガス液化基地」の
エンジニアリング力を向上

【代替天然ガス（ＳＮＧ）供給】
・ＬＮＧの万一の供給不調や高価格化へのリスク
ヘッジとして、低品位の石炭などからＳＮＧを
生産する技術

【電池駆動式警報器、超音波メーター】
・センサー省電力化技術を活かした
コンセント不要の警報器や、
コンパクトで瞬時流量測定が可能な
超音波メーターによる、
保安･サービス水準の向上

【新工法】
・導管の継手内部を補強するアドバンスト ライブジョイント
シール工法などによる保安水準の向上

＜先端事業＞

【オージス総研】
・ 「モデルベース開発（システム
可視化技術）」にシステム
再利用化技術を融合･進化
させた「百年アーキテクチャー」
の推進

【大阪ガスケミカル】
・ 液晶・レンズ市場向け次世代
ファイン材（加工性の向上等）
・蓄電池の低コスト化を実現する
電極材技術

超音波メーター

【太陽光・太陽熱・バイオマスの活用】
・エネルギーシステムへの組み込みと新規事業化

炭鉱メタン
濃縮

水素製造
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以 上

「見通し」に関する注意事項

本資料には、将来の業績に関する見通し、計画、戦略などが含まれており、これらは現在入手可能な情報から得られた当社
グループの判断に基づいております。実際の業績は、さまざまな重要な要素により、これらの見通しとは大きく異なる結果と
なりうることをご承知おきください。実際の業績に影響を与えうる重要な要素には、日本経済の動向、急激な為替相場・原油
価格の変動並びに天候の異変等があります。


